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　施策への提言
防災上重要な公共建築物
の耐震改修率

準用河川引地川の改修率 雨水整備率

総合計画審議会記入欄

92.0%
計画策定時

57.0%

災害への対応力を高める

　めざす成果

災害に対して強いまちになっている

地震や大雨が発生しても、大きな被害につながらないような施設整備
などの対策が講じられています。

「めざす成果」を達成するための施策展開（ロジックツリー）

総合計画掲載指標① 総合計画掲載指標② 総合計画掲載指標③

【都市構造の防災化を推進する】
・無料簡易診断、精密診断助成、耐震改修工事助成、家具転倒防止器具取付支援を実施
し、簡易診断については、概ね目標件数に達しましたが、精密診断は、制度の周知不
足、危機感の希薄さなどから目標件数達成には至りませんでした。また、耐震改修につ
いては、補助件数拡大、固定資産税等の減免措置など取り組みやすい環境を整えました
が、多額の自己負担が伴うため、補助件数が少なくなっています。
・集中豪雨に伴う道路冠水等、被害頻度の高い区域の雨水管整備を進めるとともに、準
用河川引地川の一次改修断面の整備を進め氾濫防止を図りました。。
・鉄道や緊急輸送路に架かる橋を優先して耐震補強工事を行い、災害時の安全確保を図
りました。

主な取り組み内容

・様々な媒体を活用した広報活動に加え、耐震化促進協議会との協働により一層の啓
発・誘導に取組み、木造住宅の耐震化をより一層促進していきます。また、精密診断の
実質無料化、固定資産税等の減免措置については、緊急経済対策として3年間（H21～
H23年度）限定で実施していますが、その効果等を検証し、H24年度以降の対応を判断し
ていきます。
・現状の道路冠水箇所を重点に、効率的な雨水整備の実施が必要です。
・引き続き、鉄道や緊急輸送路に架かる橋を優先しながら耐震補強工事を行い、災害時
の安全確保を図ります。

「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート 「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート

３－２－２　災害に対して強いまちになっている

　総合計画体系

　健康領域・基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

　個別目標

耐震化促進事業
引地川改修事業

事業の効率化

事業の廃止・縮減

・耐震化促進協議会と連携して、自治会単位の個別説
明会や防災訓練などでの広報啓発活動を増やし、制度
の普及活動の充実を図ります。
・境橋付近の老朽化した護岸の１次改修工事を実施
し、橋梁については、２次改修工事の実施にあわせて
行います。

その他見直し

・道路冠水の頻度が高い区域を調査し、効率的な整備
を実施します。

新規事業の立案
・平成24年度に補助金要望のうえ、地籍調査事業を行
います。

（仮）地籍調査事業

既存事業の拡充

構成事業に対する考え方
（事業の量及び実施手法）

雨水管整備事業

めざす成果 具体的な施策 取り組み内容 事務事業名 担当課

特殊建築物等定期報告審査事業 建築指導課

建築物の耐震化促進事業 建築指導課

引地川改修事業 河川・下水道整備課

雨水管整備等に係る事務 河川・下水道整備課

雨水管整備事業 河川・下水道整備課

河川維持管理事業 土木管理課

雨水管路施設維持管理事業 土木管理課

特殊地下壕対策事業 道路整備課

山谷福田橋線道路改良事業 道路整備課

道路橋改修事業 土木管理課

都市構造の防災化を推進

する

災害に対して強いまちに

なっている

①
地震による被害を最小限に抑

えるための対策を講じる

②、③
大雨による水害を最小限に抑

えるための整備を進める

交通遮断等の二次災害を防

止する

＊平成23年度の審議予定となっています。


